










自治体立病院の 2020（令和 2）年 4 月から 12 月までの損益計算書による経営成績である1。
表 1　A自治体立病院の経営成績
損益計算書 単位： 千円
令和 2 年 4～12 月 令和元年 4～12 月 比　較　増　減
医業収益
　入院収益 4,716,043 5,093,696 △377,653
　外来収益 2,510,513 2,597,461 △86,948
　その他医業収益 88,141 95,463 △7,322
　医業収益計 7,314,698 7,786,620 △471,922
医業費用
　給与費 4,497,350 4,345,423 151,927
　材料費 1,967,465 2,170,002 △202,537
　経　費 1,589,861 1,587,648 2,213
　その他医業費用 17,478 29,048 △11,570
　医業費用計 8,072,154 8,132,121 △59,967
医業利益 △757,456 △345,501 △411,955
医業外収益 35,983 63,347 △27,364
医業外費用 82,565 86,800 △4,235
経常利益 △804,038 △368,954 △435,084
特別利益 9,808 27,934 △18,126
特別損失 1,844 1,376 468
第 3 四半期計純利益 △796,074 △342,396 △453,678
（出所）　A 自治体病院財務状況（概要）をもとに筆者作成
表 1 によると，A 自治体立病院の経営成績は，収益面では，〈入院収益〉が 4,716,043 千円と前期
比 377,653 千円のマイナス，〈外来収益〉は 2,510,513 千円と前期比 86,948 千円のマイナス，そして〈そ 
の他医業収益〉は 88,141 千円と前期比 7,322 千円のマイナスとなり，すべての収益構造において減
収となっている。よって，病院の稼ぎを示す〈医業収益計〉は 7,314,698 千円と前期比 471,922 千円
の大幅な収益の減少となっている。一方，費用面では〈給与費〉が 4,497,350 千円と前期比 151,927
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千円の増加，〈材料費〉は 1,967,465 千円と前期比 202,537 千円の減少，〈経費〉は 1,589,861 千円と前
期比 2,213 千円の増加，そして〈その他医業費用〉は 17,478 千円と前期比 11,570 千円の減少となっ
ている。費用のうち，〈給与費〉や〈経費〉は増加であるが，〈材料費〉と〈その他医業費用〉では節
減がみられる。結果として病院の負担を示す〈医業費用計〉は 8,072,154 千円と前期比 59,967 千円の
減少である。病院の節減によるものと思われるが，一面では収益の減少に比例する変動費的な費用が
減少したともいえる。結果としての〈医業利益〉は，757,456 千円のマイナスで，前期比 411,955 千
円とマイナス幅が広がっており，つまり前期同様医業損失となっている。
また，医業以外の稼ぎ〈医業外収益〉については，35,983 千円と前期比 27,364 千円の減少であり，





さらに，当該年度に限った形での収益と費用については〈特別利益〉が 9,808 千円と前期比 18,126
千円の減少，〈特別損失〉は 1,844 千円と前期比 468 千円の増加となっている。





























































































































































































































「病院経営管理指標」が初めてではない。なぜ 2007 年 8 月のタイミングで，新たな統計データとして
｢病院経営管理指標｣ が提供されたかは確認しておく必要がある。
まず，「病院経営管理指標」の公表にあたっては，前提となる研究事業が 2005 年度，2006 年度に
行なわれている12。一連の事業を終了し，結果を集約，成果として公表にいたるまでには時間を要す






























2007 年 8 月に初めて提供された「病院経営管理指標」であるが，医療（経営）全体において，これ
ほどまでに財務・会計領域が注目されている時期は，おそらく例がなかった。社会医療法人14の創設
も含めて，医療法人の制度改革が主として行なわれている。以下の図表 2 に示すように，2007 年 4
月より施行されている第 5 次改正医療法のもとでの会計関係にかかわる法令等の表出をみれば明らか
である。
図表 2　2007 年第 5次医療法改正の医療法人および会計に関する規定
◦ 医療法第 50 条の 2「医療法人の会計は，一般に公正妥当と認められる会計の慣行に従うこと」の文言規定
◦ 「作成すべき事業報告書等」（医療法第 51 条第 1 項および医療法施行規則第 33 条第 1 項）
◦ 監事監査に付する事業報告書等（医療法第 51 条第 2 項）
◦ 公認会計士監査に付する事業報告書等（医療法第 51 条第 3 項および医療法施行規則第 33 条第 3 項）
◦ 医療法人の各事務所における閲覧の対象と仕組み（医療法第 51 条の 2）
◦ 所轄庁に対する届出と所轄庁における閲覧の対象と仕組み（医療法第 52 条および医療法施行規則第 33 条の 2）
◦ 「社会医療法人債を発行する社会医療法人の財務諸表の用語，様式および作成方法に関する準則」（厚生労働
省令第 38 号）
◦ 事業報告書等の様式について（医政指発 033003 号　厚生労働省医政局指導課長通知）
（出所）　筆者作成





















られる。ただ，それ以前からも行なわれている。さまざまあるが，2004 年 8 月 19 日に改正された病
院会計準則もその流れの一つにある。病院機能の多様化，業務範囲の拡大など病院を取り巻く環境の


































































　　「【別冊】平成 28 年度　病院経営管理指標」　https://www.mhlw.go.jp/file/06 -Seisakujouhou-10800000 -I
seikyoku/0000209456.pdf
　　「【別冊】平成 27 年度　病院経営管理指標」　https://www.mhlw.go.jp/file/06 -Seisakujouhou-10800000 -I
seikyoku/0000164133.pdf









視するべきであるという指摘もみられる。R. N. Anthony and D. W. Young, Management Control in 
Nonprofit Organizations, R. D. Irwin, Inc., 1984, p. 278.























れる。染谷恭次郎『ある会計学者の軌跡―ひとつの会計学史―』（税務経理協会 1997 年）pp. 161-163。
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